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序     文 
 

日本国政府は、カザフスタン共和国政府の要請に基づき、同国において「カザフスタン日本人

材開発センター」プロジェクトを実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構（JICA）が

独立行政法人国際交流基金の協力を得て、2000年10月1日から2010年9月30日まで、「カザフスタン

日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ1・2）」を実施しました。 

カザフスタン共和国政府は、本プロジェクトの成果を高く評価し、カザフスタン日本人材開発

センター事業、とりわけビジネス人材事業の拡充を目的として、2年間の技術協力プロジェクト「カ

ザフスタン日本人材開発センター・企業振興プロジェクト」の実施を日本政府に要請しました。

カザフスタン共和国政府と日本側との協議の結果、2010年10月1日から2012年9月30日までの2年間

の計画で本プロジェクトを実施することが合意され、現在、技術協力プロジェクトが実施されて

います。 

今般、プロジェクト終了まで残り約4カ月となったため、2012年5月22日から6月9日にかけて、

終了時評価調査団を現地に派遣しました。 

本報告書は同調査・評価結果をまとめたものであり、今後の本プロジェクトの展開、更には類

似プロジェクトに活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

2012年7月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 桑島 京子 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：カザフスタン共和国 案件名：カザフスタン日本人材開発センター・企業振

興プロジェクト 

分野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部 日本

センター課 
協力金額（評価時点）：1億9,800万円 

 （R/D）：2010年6月 先方関係機関：カザフスタン経済大学、教育科学省 

協力期間 （延長）： 日本側協力機関：国際交流基金（JF） 

 （F/U）： 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

カザフスタン共和国（以下、「カザフスタン」と記す）は1991年12月に独立して以来、CIS諸

国の中でも急進的な改革路線をとっており、プラスの経済成長を達成している。また、石油等

の天然資源の輸出増などにより、実質GDP成長率は近年9～10％台を維持している。 

その一方、経済分野の人材に関しては、急速な経済成長に追いついておらず、企業活動従事

者へのビジネス知識・スキルの知的支援が必要とされているほか、産業の多角化も進んでいな

い状況である。 

こうした背景の下、カザフスタン政府は、1997年長期開発計画「カザフスタン2030」を策定

し、2030年を目標年に、市場経済をベースとした東アジアの中進国レベルまでの経済成長の達

成と、そのための人材開発を重点的に取り組む開発戦略を掲げている。また「カザフスタン2030」

をより具体化させた「カザフスタン国産業革新発展工業開発戦略プログラム」（2003～2005年）

では、中小企業振興の必要性に着目しており、製造業を中心に産業の多角化をめざしている。

さらに、国家プログラム“Productivity 2020”では、産業セクターの一層の効率化をめざしてい

る。 

2000年10月、JICAは「カザフスタン国における市場経済化に対応する人材育成」及び「カザ

フスタン国・日本の相互理解促進」を行う拠点としてのカザフスタン日本人材開発センター

（Kazakhstan-Japan Center：KJC）の機能強化を目的として、「カザフスタン日本人材開発センタ

ープロジェクト」を開始した。同プロジェクトの第1フェーズ（2000年10月～2005年9月）で整

備してきた組織基盤を土台に、第2フェーズ（2005年10月～2010年9月）においてはビジネスコ

ース、日本語教育、相互理解促進事業をアルマティ市〔主にKJCが設置されているカザフスタン

経済大学（Kazakhstan Economic University：KazEU）〕及び首都アスタナを中心に行ってきた。 

一方、2007年以降同国を襲った金融・経済危機は中小企業を中心に深刻な影響を与えた。こ

れによりカザフスタン国では、真に国際競争力のある企業を経営・運営できる民間人材及び企

業振興を促進する制度設計・政策実施能力のある公務員の人材育成が急務であるとの認識が一

層高まった。こうした背景からカザフスタン国政府の要請を受け、JICAは「カザフスタン日本

人材開発センタープロジェクト」の後継案件にあたる「カザフスタン日本人材開発センター・

企業振興プロジェクト」（以下、プロジェクト）を、KazEUをカウンターパート（C/P）として、

2010年10月から2012年9月の予定で実施中で、現在、2名の長期専門家（チーフアドバイザー、

ビジネスコース運営管理総括）を派遣中である。 
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２．協力内容 

本プロジェクトは、KJCの運営基盤強化、企業振興政策を担う公務員の制度設計・政策実施能

力強化、中小企業を中心とする民間企業経営人材の能力強化を通じて、同国の企業振興に資す

る官民の人材育成を図ることを目的とする。 

 （1）上位目標 

カザフスタンの産業構造多様化・高度化に寄与するビジネス環境に改善がみられ、KJC

卒業生による企業活動の活発化が進む。 

【指標】 

1．世界銀行Doing Business指標で、2017年にカザフスタンが50位以内にランクされる。

2．2017年に100名以上のKJC卒業生が民間セクターで活躍し中心的な役割を果たしてい

る。 

 

 （2）プロジェクト目標 

カザフスタンの企業振興に資する官民の人材がKJCにより育成される。 

【指標】 

1．KJCが実施する公務員向けセミナーで育成された人材の総数と内容（参加者の出身官

庁、職位、研修内容の有益度評価、習得知識の活用事例、官民の情報交換・ネットワー

キング活動の実施状況と成功事例） 

2．KJCが実施するビジネスコースで育成された人材の総数と内容（参加者の産業セクタ

ー、企業規模、経営発展状況、研修内容の有益度、習得知識・技術の活用事例、ネット

ワーキング活動の実施状況と成功事例） 

 

 （3）成果 

成果1．人材育成のための研修・サービスを提供するKJCの運営基盤が強化される。 

【指標】 

1-1．予算計画を含む各管理運営計画が毎年、詳細化・体系化される。 

1-2．KJCスタッフが自立的に行う日本語コースの実施状況（開催コース数、各回の内容・

参加者数・参加者満足度） 

1-3．KJCスタッフが自立的に行う人材育成につながる相互理解促進事業の実施状況

〔例：留学フェア、大学間交流（開催プログラム数、内容、参加者数、参加者満足

度）〕 

1-4． KJCスタッフにより半期（モニタリング）報告書が定期的に策定される。 

1-5．計画・運営・管理のすべての段階でKJCスタッフが自立的にかつ継続的に実施でき

る。 

1-6．年間支出に占めるカザフスタン側負担シェア（KJC自己収入を含む）が60％まで上

昇する。 

1-7．プロジェクト終了までに、KJC中期管理運営計画（5カ年）が策定されている。 

 

成果2．企業振興政策を担う公務員の制度設計・政策実施能力強化のための研修が実施され
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る。 

【指標】 

2-1．公務員向けセミナー「テーマ検討委員会」の実施状況（メンバー、開催頻度、討議

内容） 

2-2．公務員向けセミナーの実施状況（各回のテーマ、参加者数、参加者構成、参加者満

足度） 

2-3．公務員向けビジネスコースの実施状況（開催コース数、各回の内容・参加者数・参

加者満足度） 

 

成果3．中小企業を中心とする民間経営人材の能力強化のための研修等が実施される。 

3-1．ニーズ調査とコース実施結果レビューのコース設計への反映状況 

3-2．ビジネスコースの実施状況（開催コース数、各回の内容・参加者数・参加者満足度）

 

 （4）投入（評価時点） 

日本側：総投入額  1億9,800万円 

長期専門家派遣  2名 機材供与   798,470円（携行機材のみ） 

短期専門家派遣  14名 ローカルコスト負担   71,124,097.8テンゲ 

研修員受入    35名 その他         なし 

カザフスタン国側： 

カウンターパート配置 4名 機材購入   なし 

土地・施設提供   ローカルコスト負担  138,554,276.5テンゲ（日本語講師謝金、光

熱費、通信費等） 

その他 なし 

 

２．評価調査団の概要 

 担当分野 氏 名 所 属 

調査者 
団長・総括 

 

殿川 広康 

 

（独）国際協力機構 産業開発・公共政策部 

   日本センター課 課長 

 評価分析 松下 智子 （株）アンジェロセック 人間環境開発部 課長

協力企画 

 

野村 留美子 

 

（独）国際協力機構 産業開発・公共政策部 

   日本センター課 調査役 

調査期間 2012年5月22日～6月9日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）成果の達成状況 

成果の達成状況を以下に要約する。成果1．はほぼ達成された。成果2．及び成果3．につ

いても、指標に明確な目標値が設定されていないものの、参加者の満足度はいずれも高い

ことから、ほぼ達成されたと判断できる。 
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成果1：人材育成のための研修・サービスを提供するKJCの運営基盤が強化される。 

KJCでは、本プロジェクト開始にあたりマネジャー制度が導入され、現地スタッフのなか

から各課に主任が配置されるなど、自立的に行うための運営体制が確立されつつあった。

その後、各部門のマネジャーを中心に現地スタッフが主体的に事業計画の立案に参画し、

進捗確認などのモニタリングを行っているほか、関係機関や受講生等からニーズを聴収し、

次年度の計画に反映している。ビジネスコース部門は、JICA本部の業務である日本人短期

専門家の公示手続きを除いて、また、日本語コース部門はあらゆる段階において、スタッ

フ自ら事業の計画・運営・管理を自立的に行える能力が身に付いてきている。相互理解促

進部門においても定期的に行われる行事は、現地スタッフによる企画・運営・実施が可能

であるが、日系企業をはじめ外部機関と連携する際は、比較的高度な折衝・交渉を要する

ため、日本人専門家の支援は依然必要である。 

日本語コースは、初歩から中級程度までの計18コースが行われ、参加者数は延べ2,000名

弱に達した。また相互理解促進事業では、留学フェア、大学間交流、文化紹介事業等の多

岐にわたる約160件の行事が開催され、約7,100名が参加した（2012年3月時点）。日本語教育、

相互理解促進事業の一部を除き参加者の満足度についての集計がとられていないものの、

カザフスタン国では、一般社会人向けに質の高い日本語講座、定期的な日本文化イベント

を開講している機関はKJCを除いて存在しない。特に日本語教育は、本プロジェクト開始時

点より2度にわたる受講料の値上げを行ったにもかかわらず、フェーズ2と比べて受講生の

大幅な落ち込みがないことから、受講生からの評価は高いものと判断される。 

また年間支出に占めるカザフスタン側負担シェア（KJC自己収入を含む）は、フェーズ2

の終了時点（2010年9月時点）の55％から75％（2011年度）まで上昇し、プロジェクトの目

標値（60％）を大きく上回った。 

プロジェクトのモニタリングにあたり、KJCスタッフは進捗及び成果をモニターし、その

結果を次回のコース・行事の企画の参考としている。また半期（モニタリング）報告書は、

KJCスタッフにより作成され、日本人専門家が必要に応じ修正している。 KJC中期管理運

営計画は、今後3カ年の収支計画を添付した計画が策定されており、5カ年計画については

プロジェクト完了までに策定される予定である。 

以上のことから、人材育成のための研修・サービスを提供するKJCの運営基盤は強化され

てきたといえる。 

 

成果2：企業振興政策を担う公務員の制度設計・政策実施能力強化のための研修が実施され

る。 

当初計画されていた、公務員向けセミナー「テーマ検討委員会」は、組織改編や人事異

動等により、設立には至らなかった。代替的に、KJCは関係省庁との協議の場を設け、把握

されたニーズを基に公務員向けセミナー及びビジネスコースのテーマ、参加者構成、開催

回数が決定された。これに基づき、公務員及び民間向けセミナーのテーマとして、「カイゼ

ン」や「省エネ」が選定された。「省エネセミナー」は現地セミナーと本邦研修とが一体化

した形式で実施され、現地セミナー・現場診断には、政府関係者・国営/民間企業等から約

100名が参加し（うち政府関係者10名）、本邦研修には、政府関係者・国営/民間企業、大学
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等から13名が参加した。参加者の満足度調査は行われていないが、公務員付属アカデミー

の満足度調査によれば大変高い評価を得たとのことである。また「カイゼン」は、当地企

業関係者の間で関心が高いテーマであり、協力機関を探していたところ、JTインターナシ

ョナル社からの資金提供を得ることができ、複数回のセミナーが行われ、約400名が参加し

た（うち政府関係者51名）。 

公務員向けビジネスコースは、4科目（人材育成管理、マーケティング、生産品質管理、

プロジェクトマネジメント）の研修が計9回実施された。参加者は約200名で、公安庁、大

統領府、産業新技術省、観光省などの省庁、National Innovation Fund1のような政府系機関か

ら多岐にわたる参加者を得た。参加者の平均満足度は97％と高水準に達しており、公務員

庁による満足度調査によれば、他国出身の講師による講義を上回っていた。 

成果2．については指標に明確な目標値が定められていないため、厳密な達成度は不明で

あるが、上記事実から、本プロジェクトは2年間という短期間で、フェーズ2と同等の受講

生・満足度を得ていることから、「企業振興政策を担う公務員の制度設計・政策実施能力強

化のための研修が実施される」との所期の目的は達成されたといえる。 

 

成果3：中小企業を中心とする民間経営人材の能力強化のための研修等が実施される。 

KJCでは特別なニーズ調査は行っていないが、通常業務を通じ、関係機関との面談や受講

生からの要望を基にニーズ把握を行っており、コースの設計に活用されていた。ビジネス

コースは4科目（人材育成管理、マーケティング、生産品質管理、プロジェクトマネジメン

ト）で実施された。参加者は、主に民間・大学等からの受講者約800名であり、平均満足度

は95％と高い評価を得た。 

成果3．についてもPDM上の指標に明確な目標値が設定されておらず、数値的に達成度の

測定は不可能であるが、上記事実から、本プロジェクトは2年間という短期間で、フェーズ

2と同等の受講生・満足度を得ていることから、「中小企業を中心とする民間経営人材の能

力強化のための研修等が実施される」との所期の目的は達成されたといえる。 

 

 （2）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：カザフスタンの企業振興に資する官民の人材がKJCにより育成される。

プロジェクト目標は、おおむね達成できる見込みである。公務員セミナー（省エネ）に

参加した公務員は10名、ビジネスコースを受講した公務員は200名に達しており、高い評価

を得られていることがインタビューで確認された。また、KJCが実施するビジネスセミナー

には約440名、生産品質管理や人材育成、マーケティング等のビジネスコースには約800名

の民間企業人材が参加しており、多数の参加者が高い満足度であることがインタビュー調

査を通じて確認された。また、KJCのビジネスコースの受講生に対して行ったアンケートに

よれば、講義で得た知識が実務上役立ち、昇進・昇給に役立ったとの回答が大半を占めて

いる。以上から本プロジェクト目標は、おおむね達成する見込みといえる。 

 

                                                        
1 2012年より、National Agency of Technology Developmentへ組織改編 
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３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：高い。 

カザフスタン国政府は、1997年策定の「カザフスタン2030」において、2030年を目標に

市場経済を基盤として、アジアの中進国レベルまでの経済成長、及びそのための人材開発

を重点的に取り組むための開発戦略を掲げている。また、「カザフスタン国産業革新発展工

業開発戦略プログラム（2003～2015年）」では、中小企業振興の重要性に着目しつつ、特に

製造業を中心とする産業多角化をめざしている。また、「国家プログラム」“Productivity 2020”

において、カザフスタン国政府は経営の近代化推進を目的として、企業に対して経営の効

率化を促進させる取り組みを行っており、その方策の1つとして「カイゼン活動」の実践が

奨励されている。 

一方、日本の「対カザフスタン国別援助計画」では、長期経済の安定的発展を実現する

ためには、実体経済を重視し、既存産品に付加価値を付ける産業の高度化や中小企業の振

興を通じた製造業の育成等による産業構造の多角化を図る必要があるとしており、本プロ

ジェクトの活動内容はこれら開発政策に合致している。 

また、本プロジェクトでは、公務員庁を主要なターゲットの1つとして位置づけているが、

これは日本とカザフスタンの資源ビジネスを巡る二国間のビジネス関係の重要性・ニーズ

が拡大傾向にあることを受けたものであり、二国間関係の強化並びにアスタナにおける日

本のビジビリティーを向上させることにつながった。 

また、省エネセミナーは、カザフスタン国で2012年に「省エネ法」が制定される予定で

あり、省エネ技術に対する省庁及び企業側の関心の高まりを受けて実施されたものである。

また「カイゼン」セミナーは、「国家プログラム」“Productivity 2020”において、カザフス

タン国政府が「カイゼン」、「リーンプロダクション」といった経営手法を導入した企業に

対し補助金を支給するなどの方策を打ち出しており、これを受けた企業側からの要望を受

け実施に至った。どちらも時宜にかなった事業内容といえる。 

以上のことから、妥当性は高いといえる。 

 

 （2）有効性：高い。 

上述のとおり、本プロジェクトでは公務員が主要なターゲットの1つとして位置づけら

れ、公務員研修が行われたほか、2011年に、公務員を対象として「カイゼン」及び「省エ

ネ」をテーマにセミナーを開催した。特に省エネセミナーは、現地セミナーと本邦研修と

が一体となって開催され、現地セミナーには政府関係者・国営/民間企業等、約100名が参加

し（うち政府関係者10名）、本邦研修には計13名が参加した。参加者の平均満足度のデータ

はないが、産業・新技術省からの参加者は、現在省エネ法の制定に携わっており、カザフ

スタン国の省エネ法の一部が日本の省エネ法に基づいて策定されたことから、日本の省エ

ネ政策を熟知することは業務上不可欠であり、現在の業務に大いに役立っていると述べて

いる。また民間企業からの参加者のうち、あるコンサルタントは、複数のビジネスコース

や経営診断を受講しているが、省エネセミナーで紹介された技術/製品を活用し、オフィス

内部での省エネ診断業務を新規に受注し、本業務に役立てている。さらに、省エネセミナ

ーには、カザフスタンでのビジネスの展開に関心がある日本企業がカザフスタンの高官・
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民間企業幹部に対し自社製品・技術を紹介する機会となり、両国の企業のビジネスマッチ

ングの場を設けることにもつながったほか、省庁・企業間でのネットワーキング活動とし

ても有意義なものであった。「カイゼン、リーンプロダクション、イノベーション」をテー

マとしたセミナーは、JTインターナショナル社の支援を受け、GIZ、EBRD、National Innovation 

Fundとの連携で開催され、計400名もの参加を得た（うち政府関係者約50名）。特に政府に

よる“Productivity  2020”の推進も相まって、企業関係者からの反響も大きかった。 

また、民間企業を対象としたビジネスコースは4科目（人材育成管理、マーケティング、

生産品質管理、プロジェクトマネジメント）計38コース開催され、参加者は計1,100名に達

し、平均満足度は95％と極めて高かった。また現地コンサルタントや製造現場の責任者等

から、ビジネスコースで得た知識を活用し、新規受注、業績拡大につながったとする意見

も聞かれている。 

上記セミナーやビジネスコースにおいては、KJCによる関係機関・団体への積極的な働き

かけが功を奏している。また生産品質管理の修了生8名が中心となって設立された「カイゼ

ンクラブ」が設立されており、同会のネットワークも事業実施に活用されているほか、現

地講師の候補者として現場指導に参加している者もおり、今後も同会の活用による事業運

営・実施が一層期待される。 

また、多様な関係機関とのネットワークを図るうえで、KJC現地スタッフが政府機関、企

業のコンタクト先を確保し、定期的な会合の機会、メーリングリストを利用して情報提供

を図るなどネットワーク強化に積極的に参画している。これはKJCの運営基盤強化の取り組

みが功を奏したとみられる。PDMにはプロジェクト目標の目標値が明記されていないため、

厳密な判断は難しいものの、上記理由によりおおむねプロジェクト目標は達成する見込み

が高いと判断できる。 

以上のことから、プロジェクトの有効性は高いといえる。 

 

 （3）効率性：高い。 

フェーズ1・2では日本語コース・ビジネスコース・相互理解促進事業・総務部門すべて

に対する支援を行ったのに対し、本プロジェクトでは、JICA予算がビジネスコース及び総

務部門に重点的に投入された。長期専門家はフェーズ2の4名（所長、ビジネスコース運営

総括、日本語教育、業務調整）から2名（チーフアドバイザー、ビジネスコース運営管理総

括）体制になったが、各年の受講者数や満足度の面からフェーズ2の実績が維持されている。

また日本語教育及び相互理解促進事業においては、2012年4月に国際交流基金（ Japan 

Foundation：JF）が実施する日本語教育講座（JF講座）が設置されたことで、継続的に運営

面での技術移転、日本語教育に関連する指導が可能となった。 

上記と併せて、フェーズ2までは事業経費に占めるJICA側支出の削減が課題であったが、

本プロジェクトでは、フェーズ2完了時点の45％（2010年9月時点）から25％（2011年度）

へと縮減させることができた。 

以上のことから、効率性は高いといえる。 
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 （4）インパクト：ある程度の正のインパクトが見込まれる。 

本プロジェクトは、公務員を主要ターゲットの1つとして位置づけていたが、プロジェク

ト実施期間が2年と短いため、制度的な大きなインパクトが現れるには時期尚早と思われ

る。 

一方で、本邦研修と合同で行われた、省エネセミナーは、カザフスタンにおけるビジネ

ス展開に関心を有する本邦企業に対し、カザフスタンの高官・民間企業幹部に対し自社製

品・技術を紹介する機会を提供することになり、現地企業の間での省エネに対する関心・

意識を高めるだけではなく、実際に訪問先の日本企業に照会を行った現地企業もあり、両

者の間での人脈形成につながった。 

政府の国家計画である“Productivity 2020”は、企業関係者のカイゼンに対する関心の高

まりをもたらしており、「カイゼン」セミナーの開催はまさに時宜にかなった支援であった。

同時にビジネスコースでも生産品質管理を中心に、所属先の企業においてカイゼン活動や

5Sを実践する参加者も多く、既に生産性向上などの成果を現している企業があることが確

認された。政策的な後押しを受けた企業関係者による実践が、今後更なる成果をもたらし

ていくことが期待される。 

上位目標は「1．世界銀行Doing Business指標で、2017年にカザフスタンが50位以内にラン

クされる。」「2．2017年に100名以上のKJC卒業生が民間セクターで活躍し中心的な役割を果

たしている。」から成るが、上記1.については2012年時点で47位となり、既に達成済みであ

る。2.については、本プロジェクト期間に比して目標が過度であるとも考えられるが、同目

標が達成されるには、完了後も継続したプロジェクト成果が現れること、カザフスタン経

済の安定的な成長が確保されることが不可欠となろう。 

以上のことから、ある程度のインパクトが見込まれる。 

 

 （5）持続性 

1）組織面での持続性 

持続性はほぼ見込まれる。 

プロジェクト終了後は、KazEU幹部、在カザフスタン日本大使館、国際交流基金（JF）

専門家、JICAキルギス事務所、KJC幹部から構成されるSteering Committee（SC）を組織

し、本プロジェクト最後のJCC開催に併せて、今後年に2回の頻度で、事業の状況や課題、

予算状況について共有し、意見交換を行うといった支援体制が整備される運びとなって

いる。 

調査団によるインタビューでは、スタッフの継続勤務への意欲が十分あることが確認

されており、上述のとおりスタッフの人件費が確保される見込みであることから、組織

面での持続性はほぼ問題ないものと思われる。 

 

2）財務面での持続性 

今後、数年間の持続性は見込まれるが、それ以降については更なる対策が必要。 

本プロジェクトでは、KJCは積極的に収入の向上を図り、センター運営経費支出に占め

る収入の割合は2011年度時点で55％に増加しており、財務面での自立性は高まっている。
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ビジネスコースについては、ビジネスコース短期専門家による講義の実施により、今後

数年間は、これまでどおりの受講料収入を確保することは可能とみられる。とはいえ、

KazEUが更なるKJCの収益向上の必要性について問題意識を示しているとおり、数年先を

視野に入れて、収益向上を模索していく必要性はある。 

なお、現在KazEUは、センター運営経費のうち、日本語講師の謝金、警備費、通信費

等、約20％を負担しているが、今後はC/Pの人件費のほか、総務部門の経費の半額を負担

する方向で検討を進めている。また国際交流基金は、JF講座実施にかかる費用のほか、

総務部門の経費の半分を負担する予定である。さらにビジネスコースの運営経費（ビジ

ネスコーススタッフ・通訳人件費含む）には、KJCの収入が充当される方向で関係者の合

意が得られている。 

 

3）技術面での持続性 

ある程度確保できる見込み。 

技術面での持続性については、2011年5月の運営指導調査において、プロジェクト終了

に向けて現地講師育成の必要性が提言されたため、生産品質管理分野を中心に現地講師

育成を行うべく、現地での指導及び本邦研修が実施された。これら現地講師は、プロジ

ェクト終了後に講師として活用できると考えられるが、なかには講師経験が浅い者もお

り、生産品質管理分野を中心として引き続きJICA短期専門家によるフォローアップ・指

導を受けながら、研鑽を積んでいく必要がある。 

一方、公務員に対する研修においては、KJCは公務員庁を通じ、実施時期や内容を協議・

決定しており、同庁は事業運営の経験・ノウハウを有している。しかしながら2012年度

については、同庁の研修実施の方針が変更となり、その結果、既に2012年度の年間計画

は策定済みで関係機関との協議を行う予定はないとのことであり、KJCとの共催による研

修は含まれていないことが明らかになっている。KJCは公務員庁にとって代わる代替的な

機関として、例えばNational Innovation Fundなどの候補機関との連携を模索する必要があ

る。 

以上のことから、現時点ではある程度の持続性は確保できる見通しである。講師育成

など技術的面での協力の必要性、さらに組織運営状況のモニタリングは引き続き必要で

ある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

本プロジェクトでは、日本語教育と相互理解促進事業は技術協力の対象外であったが、

新規投入として2012年2月よりJF講座導入により、日本語教育及び相互理解促進事業の運営

が開始され、国際交流基金により日本人専門家2名の配置、日本語教育経費、総務部門の経

費の半分及び相互理解促進事業（日本文化に関連した）経費が支出されることとなり、成

果1.の達成に大いに貢献した。 
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 （2）実施プロセスに関すること 

2011年5月の運営指導調査の結果を受けて、ビジネスコースの現地講師育成が開始される

こととなり、民間コンサルタントの育成並びにKJCビジネスコースの技術的な持続性の確保

に貢献している。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－５ 結論 

評価5項目に関し、妥当性、有効性、効率性はいずれも高く、正のインパクトについてもある

程度見込まれることが確認できた。また、持続性については、組織面ではほぼ問題は無く、財

務面では今後数年間は確保できるものの、KJCの更なる収益向上に取り組むべき課題であること

が確認された。また、技術面においては、ある程度確保できる見込みであるものの、今後も継

続的なモニタリングと支援の必要性が確認された。 

以上から、本プロジェクトは、プロジェクト期間中に目標達成される見込みは高いものの、

持続性の観点から、プロジェクト完了後、何らかのフォローアップの必要性の有無を検討す

ることが求められる。 

 

３－６ 提言 

プロジェクト終了後の持続性を高めるため、調査団はセンター運営について以下をプロジェ

クトに提言した。 

（1）KJC/KazEUはプロジェクト終了後、センター収入をビジネスコースに活用する。JICAキ

ルギス事務所は、活用状況について3年をめどにモニタリングする。 

（2）KJC/KazEUは日本語教育・相互理解促進事業の拡大・質的向上に向けて国際交流基金と

の連携を強化する。 

 

３－７ 教訓 

類似のビジネスコースを行う機関との競合を避けるため、日本の技術の優位性を生かした内

容とするよう配慮し、カザフスタン側との協議によりニーズを把握しつつ、講義のテーマが選

定された。その結果、「カイゼン」、「省エネ」をテーマとする講義が行われ、KJCの独自性を発

揮するとともに、ニーズに合致しているとして受講者から評価を得た。 

 

３－８ フォローアップ状況 

該当せず。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ プロジェクトの背景・概要 

カザフスタン共和国（以下、「カザフスタン」と記する）は1991年12月に独立して以来、CIS諸

国の中でも急進的な改革路線をとっており、プラスの経済成長を達成している。また、石油等の

天然資源の輸出増などにより、実質GDP成長率は近年9～10％台を維持している。 

その一方で、経済分野の人材に関しては、急速な経済成長に追いついておらず、企業活動従事

者へのビジネス知識・スキルの知的支援が必要とされているほか、産業の多角化も進んでいない

状況である。 

こうした背景の下、カザフスタン政府は、1997年長期開発計画「カザフスタン2030」を策定し、

2030年を目標年に、市場経済をベースとした東アジアの中進国レベルまでの経済成長の達成と、

そのための人材開発を重点的に取り組む開発戦略を掲げている。また「カザフスタン2030」をよ

り具体化させた「カザフスタン国産業革新発展工業開発戦略プログラム」（2003～2005年）では、

中小企業振興の必要性に着目しており、製造業を中心に産業の多角化をめざしている。さらに、「国

家プログラム」“Productivity 2020”では、産業セクターの一層の効率化をめざしている。 

2000年10月、JICAは「カザフスタン国における市場経済化に対応する人材育成」及び「カザフ

スタン国・日本の相互理解促進」を行う拠点としてのカザフスタン日本人材開発センター

（Kazakhstan-Japan Center：KJC）の機能強化を目的として、「カザフスタン日本人材開発センター

プロジェクト」を開始した。同プロジェクトの第1フェーズ（2000年10月～2005年9月）で整備し

てきた組織基盤を土台に、第2フェーズ（2005年10月～2010年9月）においてはビジネスコース、

日本語教育、相互理解促進事業をアルマティ市〔KJCが設置されているカザフスタン経済大学

（Kazakhstan Economic University：KazEU）〕及び首都アスタナを中心に行ってきた。 

一方、2007年以降同国を襲った金融・経済危機は中小企業を中心に深刻な影響を与えた。これ

によりカザフスタン国では、真に国際競争力のある企業を経営・運営できる民間人材及び企業振

興を促進する制度設計、政策実施能力のある公務員の人材育成が急務であるとの認識が一層高ま

った。こうした背景からカザフスタン政府の要請を受け、JICAは「カザフスタン日本人材開発セ

ンタープロジェクト」の後継案件にあたる「カザフスタン日本人材開発センター・企業振興プロ

ジェクト」（以下、プロジェクト）を、KazEUをカウンターパート（C/P）として、2010年10月から

2012年9月の予定で実施中であり、現在、2名の長期専門家（チーフアドバイザー、ビジネスコー

ス運営管理総括）を派遣中である。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

終了時評価調査団の派遣目的は以下のとおり。 

 

 （1）プロジェクト終了まで半年を残す現時点で、これまで実施してきた協力について、当初計

画に照らし、投入実績、活動実績、管理運営状況、カウンターパートへの技術移転状況、外

部条件等について確認を行う。 

 

 （2）「JICA事業評価ガイドライン」に基づき、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパク

ト、持続性）の観点から評価分析を行う。 
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 （3）上記（1）及び（2）を踏まえ、プロジェクト残り期間に行うべき活動の計画について、カ

ザフスタン側関係者と意見交換を行う。 

 

 （4）協議の結果を討議議事録（Minutes of Meetings：M/M）としてカザフスタン側と署名する。 

 

 （5）さらに、プロジェクト終了後のKJCのあり方について、カザフスタン側関係者と意見交換を

行う。 

 

１－３ 調査団の構成 

調査団は、以下の3名により構成された。 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 殿川 広康 国際協力機構 産業開発・公共政策部 日本センター課 課長 

評価分析 松下 智子 株式会社アンジェロセック 人間環境開発部 課長 

協力企画 野村 留美子 国際協力機構 産業開発・公共政策部 日本センター課 調査役
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１－４ 調査日程 

現地調査は、2012年5月22日から6月9日の19日間にわたり実施しました。 

詳細日程は以下のとおり。 
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１－５ 主要面談者 

現地調査期間中の主要面談者は以下のとおり。 

 

 （1）日本側 

在カザフスタン日本大使館 

鈴木 一等書記官 

新倉 二等書記官 

白鳥 書記官 

 

JICAキルギス共和国事務所 

三島 所員 

 

カザフスタン日本人材開発センター 

三苫 所長 

阿部 専門家 

水谷 JF講座調整員 

 

 （2）カザフスタン側 

経済発展貿易省 

クアット 投資政策局長 

ビビグル 主任専門官 

 

教育科学省 

アケルケ 戦略策定情報技術副局長 

 

カザフスタン経済大学 

スビャトフ 理事長兼学長代行 

アメノヴァ 経理担当副学長 

シュビトコ 副学長 
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第２章 調査の方法 
 

２－１ 評価方法 

本終了時評価調査では、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）手法に基づき、プロ

ジェクトの当初計画、協力開始時から終了時評価調査時点までの日本・カザフスタン国側双方の

投入・活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理体制等を踏まえたうえで、「新JICA事業評価

ガイドライン」（2010年6月版）に従い、5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

に基づいて評価を行った。 

 

 （1）評価5項目 

（1）妥当性 

（Relevance） 

プロジェクト目標や上位目標がカザフスタン政府の政策、日本の対カザフス

タン国援助方針、実施機関や受益者のニーズに合致しているか、プロジェク

トのアプローチが適切であったかなど、プロジェクトの整合性・妥当性を問

う視点。 

（2）有効性

（Effectiveness） 

プロジェクトが有効であったか評価するために、プロジェクト目標がどの程

度達成しているか、成果の達成がプロジェクト目標の達成にどのように結び

ついているかを分析・評価する視点。 

（3）効率性 

（Efficiency） 

投入の時期、質、量等が成果の達成にどう影響を与えたか、投入は成果達成

のために効率的に貢献しているか、投入に過不足はないかなどを問う視点。

（4）インパクト 

（Impact） 

上位目標がどの程度達成できる見込みがあるか、プロジェクトの実施により

生じ得る長期的かつ短期的な正負の波及効果を見る視点。 

（5）持続性

（Sustainability） 

現在の実施機関の組織体制、予算状況、要員体制の下で、JICAの協力終了後

にプロジェクトの便益が継続する見込みがあるか評価する。 

 

 （2）終了時評価調査に用いたPDM 

本終了時評価は、2010年5月にKazEUとの間で合意されたPDM（付属資料2のAnnex1）に基

づいて実施された。 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 （1）資料レビュー及び評価グリッドの作成 

事前にプロジェクト及びJICAから入手した参考資料等から情報を得て、現地での調査項目

及び情報収集方法を検討し、評価デザインとして評価グリッド（付属資料3）を作成した。 

 

 （2）質問票の作成・回収 

現地調査に先立ち、評価グリッドに基づき、日本人長期専門家、日本人短期専門家、国際

交流基金日本語教育専門家及び調整員、KazEU関係者、KJCスタッフ、ビジネスコース及びセ

ミナーの受講生（公務員及び民間企業）、公務員研修の元担当者に対し、質問票を作成した。 

 

 （3）補足資料の収集・解析 

上述（1）のとおり、JICA本部よりプロジェクトに関わる各種資料を入手し、現状までの進

捗を把握したほか、補足的にJICA及び外務省作成による類似事業の報告書を収集し、プロジ

ェクトに関する現状把握に役立てた。 
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 （4）プロジェクト関係者との面談やインタビュー 

本プロジェクトの達成度や成果をとらえるうえで、上記（2）の質問票に基づき、本プロジ

ェクト関係者に対して個別インタビュー調査を行った。さらに、本プロジェクトのC/P機関で

あるKazEUはじめ、カザフスタン政府関係者（産業発展貿易省、教育省）も訪問し、インタビ

ュー調査を実施した。 

 

 （5）プロジェクト関係者との協議及びミニッツ（評価調査報告書）の署名 

上記による調査結果を踏まえ、評価5項目に沿って評価調査報告書（英文）に取りまとめ、

日本・カザフスタン国側プロジェクト関係者に提示・協議を行った。同協議において先方の

コメントを反映した評価調査報告書を双方で確認し、2012年6月7日に日本・カザフスタン国

側双方の代表者がミニッツに署名した。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ KJCの実施体制及びスタッフの配置 

終了時評価調査時点で、本プロジェクトは、以下のスタッフ（C/P 4名、契約職員9名）を配置し

ている。プロジェクト開始後の2011年10月、「日本人所長体制」から「日本人所長・カザフスタン

人共同所長体制」に体制転換が行われ、日本側所長との協働・協力の下でKJCを運営する体制が整

えられた。 

同時に「マネジャー制度」が導入され、ビジネスコース部門、日本語コース部門、相互理解促

進部門（総務部門兼務）の各部門のマネジャーとして、現地スタッフ1名ずつを配置した。うちビ

ジネスコース部門のマネジャーは、アスタナにあるJICAアスタナ連絡事務所で勤務し、アスタナ

に所在する省庁及び政府機関の職員を対象とした研修事業及びセミナーの業務調整を担当してい

る。 

フェーズ2で勤務していたスタッフは、1名の離職者を除き、本プロジェクトでも継続して勤務

しており、現在は9名のスタッフがいる。うち1名の現地職員（日本語講師）がアスタナの人文法

科大学で勤務している。 

なお、本プロジェクトには、2012年2月に国際交流基金（JF）によりJF講座1が導入され、日本語

教育専門家1名及び調整員1名が派遣されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ KJCの人員配置図 

                                                        
1 国際交流基金（JF）が社会人を対象に実施している日本語講座。2010年度より10年間で世界30カ所に開設することとなって

いる。 
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３－２ 投入実績 

プロジェクトへの投入に関する日本・カザフスタン国側双方の責任範囲は、2010年6月16日署名

の討議議事録（Record of Discussion：R/D）で合意されている。日本側、カザフスタン側の投入は

以下のとおり。 

 

３－２－１ 日本側の投入 

（1）専門家派遣 

2010年10月のプロジェクト開始より本終了時評価調査時点までに、延べ2名の日本人長期

専門家が派遣されており、担当業務はチーフアドバイザー及びビジネスコース運営管理総

括である。短期専門家は、本終了時評価調査時点までに計15名が派遣されており、担当業

務は、生産品質管理、人材育成管理、マーケティング、プロジェクトマネジメント、省エ

ネ分野に関するビジネス研修・セミナーの講師の実施である。専門家派遣の詳細について

は付属資料2のAnnex 3-1を参照のこと。 

 

（2）KJCスタッフの雇用 

上記3－1のとおり、現在KJCにおいて勤務するスタッフの大半はフェーズ2から継続して

勤務しており、終了時評価時点では本プロジェクトの在外事業強化費によりビジネスコー

ス職員の残業代、4名のC/Pの一部（会計士、清掃員）等の人件費が支払われていた。 

 

（3）本邦研修 

プロジェクト開始以降、本邦研修は計4回実施されている。計20名がビジネス実務研修、

生産管理研修、省エネ研修、中央アジア現地講師育成、日本理解の研修に参加した。受講

者・実施時期等の詳細は付属資料2のAnnex 3-2に示す。 

なお、JICAによる投入とは別に、国際交流基金「海外日本語教師研修」プログラムに日

本語コース部門長1名が派遣された。 

 

（4）機材 

フェーズ1及びフェーズ2で供与された各種機材は、現在も引き続き使用されている。本

プロジェクトでは、専門家の携行機材として総額79万8,470円の書籍が供与された。 

 

（5）現地活動費 

JICA在外事業強化費により負担する現地活動費には、人件費（ビジネスコース職員の残

業代、一部のC/Pの賃金）、旅費・交通費、資料等作成費、通信運搬費、借料損料、通信運

搬費、消耗品費等（支出額の多い順から）が含まれる。これまで合計約53,021,523テンゲ2が

支出された。 

 

                                                        
2 1テンゲ≒0.544円（2012年6月JICA統制レート） 

 



 

－9－ 

３－２－２ カザフスタン側の投入 

（1）カウンターパート（C/P）の配置 

2010年6月16日付の討議議事録（R/D）に沿って、本プロジェクトの実施機関であるKazEU

により、KJC共同所長及び会計が任命されている。共同所長は、KazEUのInternational Business 

Schoolの副所長業務と兼任で、週2回KJCに勤務している。会計はKazEUの会計業務と兼務

しながら非常勤で勤務している。このほか運転手、清掃員が派遣されており、C/Pは計4名

である。 

 

（2）KazEUにより提供された設備・建物 

KJC運営のために、フェーズ2から引き続きKazEUから土地・建物・設備を提供されてい

る。KJCはアルマティ市内に位置するKazEUのメインキャンパス内部に位置している。 

また、アスタナにはKJCのオフィスは設置されておらず、アスタナでのビジネスコース運

営は、在アスタナJICA連絡事務所に勤務するビジネスコース部門マネジャーが行っている。

さらに、プロジェクトの協力機関であるカザフスタン人文法科大学より、教室一室が日本

語講師の授業用準備スペースとして提供されている。この準備室では、日本に関係する図

書・雑誌・DVDが置かれ、受講生に対する貸し出しなどが行われている。日本語講座は同

大学の複数の教室を使用して行われている。 

 

（3）KazEU負担の運営経費 

KJC運営のために、KazEUは光熱費、人件費、高熱水料、通信費等を負担している。これ

らの合計額は表３－１に示されるとおりである。 

 

表３－１ KazEU負担の運営経費の経年内訳 
（単位：テンゲ） 

 2010年度 

（10月以降） 

2011年度* 合計 

運営経費支出額 50,102,570.41 13,817,896.53 63,920,466.94 

※2012年3月までの累計 

 

３－３ 成果の達成状況 

 （1）成果1：人材育成のための研修・サービスを提供するKJCの運営基盤が強化される 

達成指標 

 

 

1-1． 予算計画を含む各管理運営計画が毎年、詳細化・体系化される 

1-2． KJCスタッフが自立的に行う日本語コースの実施状況（開催コース数、各回の内

容・参加者数・参加者満足度） 

1-3． KJCスタッフが自立的に行う人材育成につながる相互理解促進事業の実施状況

〔例：留学フェア、大学間交流（開催プログラム数、内容、参加者数、参加者

満足度）〕 

1-4． KJCスタッフにより半期（モニタリング）報告書が定期的に策定される 

1-5． 計画・運営・管理のすべての段階でKJCスタッフが自立的にかつ継続的に実施で

きる。 

1-6． 年間支出に占めるカザフスタン側負担シェア（KJC自己収入を含む）が60％まで

上昇する。 

1-7． プロジェクト終了までに、KJC中期管理運営計画（5カ年）が策定されている。
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1）指標1-1：予算計画を含む各管理運営計画が毎年、詳細化、体系化される 

KJCでは、本プロジェクト開始にあたりマネジャー制度が導入されているが、年間事業計

画の立案は各部門のマネジャーが中心となり、現地スタッフが主体的に参画して行われて

いる。年度当初に年間事業計画を策定し、併せて概算の予算計画が作成されているが、そ

の後年度が進むに従い、関係者との協議に基づき、事業内容の詳細が決定している。その

過程で、KJCスタッフは必要に応じ日本人専門家の指導を仰ぎながら、必要に応じ、事業計

画の軌道修正を行っている。 

 

2）指標1-2：KJCスタッフが自立的に行う日本語コースの実施状況（開催コース数、各回の

内容・参加者数・参加者満足度） 

日本語コースは、初歩から中級程度までの計18コースが行われ、参加者数は延べ2,000名

弱に達した。日本語コースに係る満足度データの提供は得られなかったが、フェーズ2実施

期間中から一貫してC/PであるKazEU幹部や関係省庁から、高い評価を得ている。また、日

本語教育は、本プロジェクト開始時点より2度にわたる受講料の値上げを行ったにもかかわ

らず（例：「みんなの日本語I」では、フェーズ2実施期間中より30％増額された）、フェーズ

2と比べて受講生の大幅な落ち込みがみられなかった。これはカザフスタン国内で日本語を

教える大学は現在2校あるものの、一般社会人向けに日本語クラスを行う機関はKJCを除い

て存在しないことに加え、KJCによる日本語コースは安定した評判を得ていたことによるも

のと思われる。 

 

3）指標1-3：KJCスタッフが自立的に行う人材育成につながる相互理解促進事業の実施状況

〔例：留学フェア、大学間交流（開催プログラム数、内容、参加者数、参加者満足度）〕 

相互理解促進事業では、留学フェア、大学間交流、文化紹介事業等の多岐にわたる約160

件の行事が開催され、約7,100名が参加した（2012年3月時点）。KJCより相互理解促進事業

の一部行事についてサンプルデータとして満足度の集計結果を入手したが、いずれの行事

を満足であるとの回答は90％を上回った。カザフスタン国では一般社会人向けに定期的な

日本文化イベントを開講している機関がないため、上記のような評価を得たものと考えら

れる。 

 

4）指標1-4：KJCスタッフにより半期（モニタリング）報告書が定期的に策定される 

事業のモニタリングにあたり、KJCスタッフは進捗及び成果をモニターし、その結果を次

回のコース・行事の企画の参考としている。また半期（モニタリング）報告書のドラフト

は、KJCの日本語教育部門及び相互理解促進（総務部門兼務）のマネジャーが日本語で作成

している。 

 

5）指標1-5：計画・運営・管理のすべての段階でKJCスタッフが自立的にかつ継続的に実施

できる 

本プロジェクト開始以降、KJCスタッフの中から各部門にマネジャーが配置されるなど、

自立的に行うための運営体制が確立されつつあった。フェーズ2においてもKJCスタッフは

ルーティーンワークであれば自主的に運営することができたが、自立的な計画立案、進捗
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確認等に課題が残されていたため、本プロジェクトでは、各部門のマネジャーを中心とし

て主体的に事業計画の立案に参画させ、また事業成果の確認を中心にモニタリングを行う

よう指導が行われた。また関係機関や受講生等から随時訪問やアンケートによるニーズを

聴収し、次年度の計画に反映するようOJT（On-the -Job Training）をベースとした指導が行わ

れた。 

こうした取り組みの結果、ビジネスコース部門はJICA本部の業務である日本人短期専門

家の公示手続きを除き、年間の事業計画の立案、ビジネスコースの企画・運営を行う能力

を身に付けることができている。公示手続きが完了し、講師を務める日本人短期専門家が

決定した後は、KJCスタッフ自らが受講案内や受講生募集等の手続き、会場の手配などの現

地関係機関との連絡調整を行い、同時に当該短期専門家と直接連絡を取り合い、カリキュ

ラムや教材手配などの一連の準備作業を行っており、日本人専門家の指導がなくとも、ス

タッフが自ら事業運営の能力・ノウハウを習得できていると判断できる。 

また、日本語コース部門においては、事業の計画・運営・管理のすべての部門において、

自立的に運営する能力が身に付いている。相互理解促進部門においても定期的に行われる

行事は現地スタッフによる企画・運営・実施が可能であるが、日系企業はじめ外部機関と

連携する際は、比較的高度な折衝・交渉を要することもあり、日本人専門家等による支援

は依然必要である。 

なお、KJCのビジネスコース受講生に対して行ったアンケートによれば、ビジネスコース

受講生からのKJCビジネスコーススタッフによるサービスに対しての満足度は、全回答者

（40名）のうち、92.5％（37名）が、「とても満足している」あるいは「満足している」と

回答しており、サービスの受け手からみても、質的な面で特段問題はないと判断できる（出

所：平成23年度外務省ODA評価「中央アジア3カ国における市場経済化支援の評価3」）。 

 

表３－２ KJCスタッフのサービスへの満足度 

日本人材開発センターの支援スタッフにはどの程度満足していますか 

回 答 
カザフスタン 

数 割合（％） 

1．とても満足している 20 50.0 

2．満足している 17 42.5 

3．普通 2 5.0 

4．やや不満足 1 2.5 

5．不満足 0 0 

6．回答できない 0 0 

計 40 100 
出所：外務省ODA評価報告書 

                                                        
3 同アンケートの実施期間は、2011年9月13日～2011年10月5日。KJCビジネスコース受講者のうち、アンケート依頼数は200名

で、うち有効回答数は20名。回答率は20％であった。回答者の内訳として、民間企業社員が67.5％、国有企業社員が10％、国

際機関が7.5％等である。 
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6）指標1-6：年間支出に占めるカザフスタン側負担シェア（KJC自己収入からの支出を含む）

が60％まで上昇する 

年間支出に占めるカザフスタン側による負担割合（KJC自己収入からの支出を含む）は、

本プロジェクト期間中は平均で75％に達し、当初予期した成果を上回っている。 

 

表３－３ KJC運営経費に占める支出割合の推移 

 フェーズ2 ポストフェーズ2 

 2006～2009年度* 

フェーズ2 

最終年度 

（2010年9月迄）

2010年度 

（10月以降） 
2011年度 

ポストフェーズ2

合計 

支出 

KazEU側投入か

らの支出 

10,662,512.12

（4.91％） 

56,548,195

（44.00％） 

23,114,226 

（28.86％） 

13,817,897 

（20.59％） 

36,932,122 

（24.72％） 

日本側投入から

の支出 

165,874,037.60

（76.32％） 

49,052,110

（38.17％） 

36,350,708 

（45.39％） 

16,670,815 

（24.84％） 

53,021,523 

（35.11％） 

センター事業収

入からの支出 

40,791,903.65

（18.77％） 

22,912,370

（17.83％） 

20,615,364 

（25.74％） 

36,635,469 

（54.58％） 

57,250,833 

（40.16％） 

支出計（A） 217,328,453.37 80,080,297 80,080,297 67,124,181 147,204,478 

注：単位はカザフスタンテンゲ（テンゲ支出額は、小数点以下四捨五入） 
*2010年2月迄の累計（フェーズ2終了時評価調査報告書） 

 

KJCの自己収入による支出割合は、フェーズ1からフェーズ2を通じ平均して約8％にとど

まっていたが、フェーズ2後半より拡大し始め、2011年度には54.6％に拡大している。これ

は同時期以降に日本側負担への依存度が高いことを指摘されたことや、ポストフェーズ2以

降にJICAからの支出を縮小することが想定されていたことで、KJCも事業収入拡大の努力を

求められていたことによる。具体的には、ビジネスコースにおいて現地日系企業をスポン

サーとして資金協力を得て事業を実施したり、公務員庁より事業収入を徴収することがで

きた。また日本語コースでは受講料の一部引き上げ、相互理解促進事業においても一部イ

ベント参加費の徴収を開始するなどの取り組みが行われた。 

 

表３－４ KJCの事業収入の推移 

 
フェーズ2 

合計* 

フェーズ2 

最終年度 
ポストフェーズ2** 

 
2006年度～ 

2010年度 

2010年度 

（～2010年9月）

2010年度 

（10月～年度末）
2011年度 

ポストフェーズ2

合計 

ビジネスコース 
44,124,932 

（67％） 

3,278,250 

（18.55％） 

2,137,000 

（15.55％） 

14,478,273 

（45.51％） 

16,615,273 

（36.47％） 

日本語コース 
17,138,100 

（26％） 

9,023,700 

（51.05％） 

10,806,462

（78.61％） 

14,640,600 

（46.02％） 

25,447,062 

（55.85％） 

その他（その他受

講料、会費、会場

借料等） 

4,520,675 

（7％） 

5,373,565 

（30.4％） 

802,885 

（5.84％） 

2,697,858 

（8.48％） 

3,500,743 

（7.68％） 

支出計（A） 65,783,707 17,675,515 13,746,347 31,816,731 45,563,078 

注：単位はカザフスタンテンゲ（支出額は、小数点以下四捨五入） 
*2010年2月迄の累計（フェーズ2終了時評価調査報告書）**2012年5月時点のデータ 
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7）指標1-7：プロジェクト終了までに、KJC中期管理運営計画（5カ年）が策定されている 

現時点では、KJC中期管理運営計画として、今後3カ年の収支計画を添付した計画は策定

されているが、5カ年計画については、今後プロジェクト完了までに策定される予定とのこ

とである。 

以上のことから、人材育成のための研修・サービスを提供するKJCの運営基盤は強化され

てきたといえる。 

 

 （2）成果2：「企業振興政策を担う公務員の制度設計・政策実施能力強化のための研修が実施さ

れる。」 

達成指標 

 

 

2-1．公務員向けセミナー「テーマ検討委員会」の実施状況（メンバー、開催頻度、討

議内容） 

2-2．公務員向けセミナーの実施状況（各回のテーマ、参加者数、参加者構成、参加者

満足度） 

2-3．公務員向けビジネスコースの実施状況（開催コース数、各回の内容・参加者数・

参加者満足度） 

 

1）指標2-1：公務員向けセミナー「テーマ検討委員会」の実施状況（メンバー、開催頻度、

討議内容） 

当初計画されていた、公務員向けセミナー「テーマ検討委員会」は、公務員庁の組織改

編、並びに想定していたメンバーの人事異動などが重なったため、設立には至らなかった。

代替的に、KJCは公務員庁はじめとする関係機関との協議の場を設けたり、定期的な訪問を

行うことで、政府機関側より公務員育成のニーズを把握した。これを基に公務員及び民間

向けセミナーのテーマとして、「カイゼン」や「省エネ」が選定された。受講生の構成（出

身省庁・ポジション）は基本的に公務員庁の方針に基づいて選定され、幅広い省庁からの

受講生を得た。これに対し、テーマにより接点の深い業務に携わる公務員を優先的に選定

するよう、KJCより必要に応じて助言・要請した。 

 

2）指標2-2：公務員向けセミナーの実施状況（各回のテーマ、参加者数、参加者構成、参加

者満足度） 

「省エネ」セミナーは、現地セミナー（2011年12月）と本邦研修（2012年1～2月）とが

一体化した形式で実施され、現地セミナー・現場診断には政府関係者・国営/民間企業等か

ら約100名が参加し、うち公務員・政府関係者10名が参加した。本邦研修には政府関係者・

国営/民間企業、大学等から13名が参加した。公務員の参加者1名は、産業・新技術省の職員

として、現在省エネ法の制定に従事しており、カザフスタン国の省エネ法の一部が日本の

省エネ法に基づいて策定されたことから、本邦研修で得た日本の省エネ政策、省エネ技術

に関する知識を現在の業務に役立てている。 

また2011年11月に実施された「カイゼン」セミナーは、当地企業関係者の間でも関心が高

いテーマであったため、KJCがスポンサー協力を含む協力機関を探していたところ、JTイン

ターナショナル社からの資金提供を得るに至り、複数回にわたり行われたセミナーには官

民含め計約400名が参加し、うち政府関係者51名が参加した。 
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3）指標2-3：公務員向けビジネスコースの実施状況（開催コース数、各回の内容・参加者数・

参加者満足度） 

公務員向けビジネスコースは、4科目（人材育成管理、マーケティング、生産品質管理、

プロジェクトマネジメント）の研修が計9回実施された。参加者は約200名で、公安庁、大

統領府、産業・新技術省、観光省などの省庁、National Innovation Fundのような政府系機関

等、多岐にわたる参加者を得た。KJCによれば、いずれのコースも受講生の定員を満たして

おり、参加者の平均満足度は97％と高い水準に達している。また公務員庁付属アカデミー

による独自の満足度調査においても、フランス、ロシア、トルコ等他国出身の講師による

講義に対する平均満足度は79％であるのに対し、KJC講師による講義は88％と上回っており、

同アカデミー元担当者に対するインタビューでも教授法やテキスト等の質の高さを評価す

る意見が聞かれた。 

 

成果2．については明確な数値目標が定められていないため、成果の達成度は厳密に判断

することはできないが、上記の事実から、本プロジェクトは2年間という短期間で、フェー

ズ2と比較しても受講者数はある程度の規模を確保しており、さらに満足度調査の結果は質

の高い講義が行われたことの証左といえ、「企業振興政策を担う公務員の制度設計・政策実

施能力強化のための研修が実施される」との所期の目的は達成されたと判断できる。 

 

事例1：Ms. Makpal Akashova（ビジネスコース・訪日研修修了生、産業・新技術省エネルギー

効率性部） 

1．業務内容を教えてください 

現在、産業・新技術省において2012年6月省エネ法が制定されるため、その策定に携わってい

る。同省での勤務は2年目。 

 

2．ビジネスコース受講及び本邦研修で学んだことは何ですか？ 

カザフスタンの省エネ法は基本的にロシアの省エネ法を参考としているが、部分的に日本の法

律に基づいた部分があるため、今回の本邦研修は業務を遂行するうえで必須である。日本の省エ

ネ政策、各工場等の生産現場、企業における省エネの実践は大変参考になり、省エネの必要性に

ついて認識が高まった。 

 

 （3）成果3：「中小企業を中心とする民間経営人材の能力強化のための研修等が実施される。」 

達成指標 3-1．ニーズ調査とコース実施結果レビューのコース設計への反映状況 

3-2．ビジネスコースの実施状況（開催コース数、各回の内容・参加者数・参加者満足

度） 

 

1）ニーズ調査とコース実施結果レビューのコース設計への反映状況 

KJCでは特別なニーズ調査は行っていないが、日本人専門家及びビジネスコースのマネジ

ャー及びスタッフが、通常業務として関係機関を訪問し、面談を行っている。面談の場で

は受講生からの要望を聴取し、それを基にニーズ把握を行い、コースの設計に生かされて

いる。 
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2）ビジネスコースの実施状況（開催コース数、各回の内容・参加者数・参加者満足度） 

民間企業向けのビジネスコースは4科目（人材育成管理、マーケティング、生産品質管理、

プロジェクトマネジメント）で実施され、主に民間・大学等から約800名が受講した。平均

満足度は95％と高い数値を示している。KJCでは、講義の質を維持するため、毎回の講義に

日本人専門家またはビジネスコーススタッフが必ずオブザーバーとして出席しており、講

義中に受講生の反応を観察することで、施設・機材の状況、講師の話し方や教授法、テキ

ストに至るまで改善点があれば、協議のうえ、翌日以降の講義に生かしており、こうした

取り組みが成果を現したといえる。 

 

成果3．についてもPDM上の指標に数値目標が設定されておらず、数値的に達成度の測定

は不可能であるが、上記事実に基づくと、本プロジェクトは2年間という短期間で、フェー

ズ2と同等の受講生の規模を維持し、さらに質的面でも同等の成果を得ていることは明らか

となっていることから、「中小企業を中心とする民間経営人材の能力強化のための研修など

が実施される」との所期の目的は達成されたといえる。 

 

事例2 Ms. Olga Gosteva〔（株）ストロイクラス専務〕 

1．業務内容を教えてください。 

2年前に設立された住宅建設・販売を行う中堅規模の企業である。アスタナには年間4万人が移

住するが、住居の不足の問題があり、中流階級向けの質の良いリーズナブルな住宅の提供が会社

のミッションである。 

 

2．ビジネスコース受講及び本邦研修で学んだことは何ですか？ 

1）2年前に創業者がKJCに関心をもち、初めてKJCの

ビジネスコースを受講した。以降、社内研修として

KJCを活用し、これまで複数の社員が受講している。

特に生産ロスの削減、快適な労働環境の整備を目的と

している。 

2）かつて鈴木専門家が当社を訪問したことがあった

が、2日間建設現場を訪問し、入念に建設過程の分析

を行い、数多くの有益なコメントを頂戴した。特に5S

の導入においては、まず2Sなど実行できる範囲から

始めることが重要であることと、カイゼンの方針を社

員、特に建設労働者に伝えることが重要であるとの教

えが参考になった。 

 

3．研修後に仕事の進め方、従業員の態度などで変化は見られましたか？ 

1）鈴木専門家のアドバイスに従い、建設現場を整理整頓し、ユニフォーム・ヘルメットを着用

し、安全面にも配慮するなどの変化が出てきたほか、安全性に配慮し、必要に応じ技術的な計

画を見直すようになった。 

2）現場では監督者の役割が大変重要で、現場とアドミンとの調整を行うことが円滑な作業に不

可欠との認識が高まった。 

3）佐藤専門家による現場指導以降、作業効率性が30％も向上している。具体的にはレンガ運搬

の際にカートを導入したり、梯子を使うなど簡単なことであったが、短期間で成果を示した。 

4）倉庫の管理を徹底し、資材の運搬を週に一度とし、以前は破損が多かったが、現在はロスが

生じていない。  

インタビューに答えるストロイクラス専務
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5）上記のような取り組みや変化を経験し、決定が「トップダウン」から「ボトムアップ」へと

変化するとの傾向が見られている。これに伴い、社員が主体性を発揮するようになり、例えば

販売部が広告を出す際に、質やタイミングについて従業員自ら提案をするようになった。 

6）社内研修制度を設け、2006年から「品質管理」の研修は全従業員が受講するよう求めている。

従業員には自社負担で訪日の機会を与え、トヨタを訪問させたりしている。 

カザフスタンの労働基準監督署から指摘を受けることがなくなり、建設作業現場の環境等が

他社より優れていると言われるようになった。 

 

事例3：Mr. Assyl Kabdullin（RG Brands、生産部長） 

1．業務内容を教えてください 

当社はカザフスタン国内最大の飲料、食品を行う企業。リプトン、ペプシ等をロシア及び中央

アジアに輸出している。 

 

2．ビジネスコース受講及び本邦研修で学んだことは何ですか？ 

1）2年前に生産品質管理、「カイゼン」に関連した研修を受講した。自分にとっては革新的な内

容であったと記憶しており、それ以降自分は社内でカイゼン活動のリーダー的な存在になった。

2）それ以前は同社の経営、生産方法には無駄な支出が多く、価格も他社製品よりも割高であっ

た。同社の無駄な支出の分を消費者に負担させていたともいえ、自分自身から改善すべき点を

探すことが重要であると考え、行動に移した。その後、他の社員にも伝播するため、各部にお

ける潜在的なリーダーを探すようになった。 

3）以前、外部機関（注：テトロパック社）による研修を受講した際、理論に重点が置かれてい

たため、オペレーターは理解できないことも多かった。一方、KJCのカイゼンは分かりやすく、

実践的ですべてのオペレーターが容易に理解できた。 

 

3．研修後に仕事の進め方、従業員の態度などで変化は見られましたか？ 

1）オフィスの配置を変更した。以前は製造現場は1階、オフィスは2階に分けられていたが、同

じ階に位置することでコミュニケーションの効率が格段に向上した。 

2）オペレーション部門に対して集中的に理論と実践を教え、活発でやる気のある人材、説得力

のある人材から潜在的なリーダーを発掘した。当社の経験では、社内の説得は即座に得られた

ものの、目に見えた成果に結び付くには3カ月を要した。工場労働者が自ら積極的に取り組み、

作業時間の効率を格段に上昇させるなどの変化が見られた。佐藤専門家の講義では会社でも実

施しやすかった。 

3）9か月のカイゼンの取り組みを行った結果、製造量が7～9％上昇した。現在、社員の60～70％

がカイゼン活動に取り組んでおり、自分の提案に基づき、社内でQCサークル（7名のカイゼン活

動のリーダー）も設立されている。 

 

 

事例4 Yaroslavchev Viktor（SQTR社長、コンサルタント） 

1．業務内容を教えてください 

建設会社のビジネス開発担当として勤務した後、2006年コンサルタント会社設立。 

 

2．ビジネスコース受講及び本邦研修で学んだことは何ですか？ 

1）2004年からの8年間で12コースを受講。最初の受講はプロジェクトマネジメント（2週間）を

建設会社のビジネス開発担当として勤務した時。2006年コンサルタント会社設立。その後、人

材育成管理、カイゼン、省エネの講義も受講。川口専門家による人材育成管理は通算5回受講。

2）現在、多くのカザフスタン企業が外国のコンサルサービスを取り入れ経営改善に取り組んで

いるが、日本的手法の特徴であるチームワークに基づいた思考はカザフスタン企業には取り入 
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れやすい。カイゼンは、組織全体で実行に移すことが不可欠であるが、短期間で利益を求める

若手社員は「カイゼン活動は直接仕事に関わりがない」と導入に消極的な社員もおり、これら

社員をいかに説得して、マインドを変え組織全体に波及させていくかが鍵である。 

 

3．研修後に業績などの面で変化は見られましたか？ 

1）会社設立後、ビジネスコースで得た知識を顧客に対するコンサルサービスに役立てており、

これまで建設業、食品加工業、エネルギーシステムの企業に対するコンサル業務を実施した。 

2）現在カザフスタン政府が省エネを課題としており、“Productivity 2020”においても、省エネに

取り組むことで補助金が出る制度がある。省エネセミナーは時宜にかなっており、かつ紹介さ

れた技術が実践に役立てやすく、データで消費ロス等を示すことができるなど、顧客を説得さ

せやすい内容であった。自分は12月に受講し、3月には既に省エネに関するコンサルタント業務

を行ったところ、明確に消費ロスを指摘できたことで、顧客（配電・送電を行う企業）から高

い評価を得た。 

 

事例5：Ms. Natalya Mat（Status F Expert 副部長、コンサルタント） 

1．業務内容を教えてください 

Status F Expert社は2010年設立の経営コンサルタント会社で、主に研修業務を行っている。特に

最近では、カイゼンやISO等の国際基準に関心のあるカザフスタン企業が主な顧客である。自分は

同社設立以前から、コンサルタントの経験があった。 

 

2．ビジネスコース受講及び本邦研修で学んだことは何ですか？ 

1）同社設立以降、KJCのビジネスコースに受講し、2010年2月にコンサルタント向けの研修、2012

年に佐藤専門家による講義を受講した。2010年には講義終了後に成績優秀者に選ばれ、本邦研

修に10日間にわたり参加した。 

2）本邦研修では大企業、中小企業などさまざまな企業を訪問し、カイゼンを実践している実例

を9社見学した。KJCでの座学では理論を理解できたと思うが、現場でいかに実践されているか

を直接見る機会があり、より理解を深めることができた。 

3）かつて（注：フェーズ1、2の開始当初）KJCのビジネスコースは、一般的な内容の講義が多い

との印象があり、企業関係者のなかには途中で出席しなくなる者もいたと聞いている。しかし

2010年、2012年ころからは特定のテーマに絞った講義が行われるようになり、実務に役立つ知

識が取り上げられるようになった。特に過去2年間のコンサルタント向け研修は、日本人専門家

による現場指導に立ち会うことができたほか、実際に経営改善のために提案した内容に対し、

日本人講師から指導を受ける機会を与えてもらい、有用な内容だった。 

4）カイゼン活動は幅が広い。日本では各社が経営形態や、社内の状況や課題、ニーズに的を絞

って、的確に実践している。一方ロシアや欧米の研修は理論に終始する傾向にあり、実際に適

用可能かどうかは疑問があり、また本来のカイゼンの意味を理解していないとの印象をもって

いる。 

 

3．研修後に業績などの面で変化は見られましたか？ 

1）当社では2名が本邦研修の参加者として選ばれたため、社内の研修メソッドの改訂を行った。

製品の製造現場ではトップマネジメントからマインドを改革する必要があるため、これまでの

研修の方法を変えた。 

2）具体的には座学と実践を組み合わせる“training by action”を導入した。社内の変化は生産量、

作業効率性、品質、コミュニケーションに現れるが、まずは社員の意識を変えることから始ま

る。具体例では、タルディクルガン市における、大規模企業であるカイナル（製造業）に対す

るカイゼンの指導であったが、当初一部の幹部からの反対にあった。しかし2週間で同幹部を説

得することができたばかりか、カイゼン活動のリーダーを担ってもらうことができた。その結

果、社内でのチームワークが著しく改善した。これはロシアの研修機関との共催による研修で
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あったが、その後同社の生産量が増大したと聞いている。また、トヨタが提携を申し出るなど

の効果も現れたと聞いている。 

3）今のところ、自社の顧客数は伸びてはいないものの、質的な面ではカザフスタン企業の生産

効率の向上が見られるなど成果が出てきている。最近ではロシア企業のカザフスタン支所から

の依頼を受け、同支所に対する研修を実施したところ、評判が良かったために、同社のロシア

本社に招かれ、研修の講師を務めたこともある。 

 

事例6：製紙企業「カーカジ」の事例（EBRD、TAMプログラムとの連携） 

1．業務内容を教えてください 

製紙企業カーカジは、カザフスタン国内で最も大きいシェア50％を占める。工場では古紙をリ

サイクルして、段ボールを生産している。 

 

2．ビジネスコース受講で学んだことは何ですか？ 

1）同社は生産向上を目的にKJCの受講を決めた。過去

に生産ロスがあったため、従業員の動線を分析し、作

業効率を上げ、いかにロスを減らすかという観点から

検討を行った。その結果、作業工程に応じすべての機

材を並び替え、スムーズに作業ができるようになっ

た。 

2）注文を管理する方法として、以前は書類をハードデ

ータでファイルに管理していた。現在はパソコンで管

理するようになった。 

3）機器の故障をパソコンで記録し、原因の分析に役立

てるようになった。さらに、工場内にはラボを設け、

サンプルを抽出し、湿度や圧力に対する強度などの検

査を行っている。 

 

3．研修後に仕事の進め方、従業員の態度などで変化は見られましたか？ 

1）上記、取り組みの結果、既に6％の生産向上を達成している。 

2）カイゼン活動は、まだ端緒に着いたばかりである。今後も必要に応じ、継続的に取り組んで

いきたい。たとえばBuilt-in Qualityを実践すべく、センサーを機器に設置するなどの改善を検討

中である。 

 

 

研修受講後の工場内の様子
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３－４ プロジェクト目標の達成状況 

達成指標 1． KJCが実施する公務員向けセミナーで育成された人材の総数と内容（参加者の出身

官庁、職位、研修内容の有益度評価、習得知識の活用事例、官民の情報交換・ネッ

トワーキング活動の実施状況と成功事例） 

2． KJCが実施するビジネスコースで育成された人材の総数と内容（参加者の産業セク

ター、企業規模、経営発展状況、研修内容の有益度、習得知識・技術の活用事例、

ネットワーキング活動の実施状況と成功事例） 

 

 （1）KJCが実施する公務員向けセミナーで育成された人材の総数と内容（参加者の出身官庁、職

位、研修内容の有益度評価、習得知識の活用事例、官民の情報交換・ネットワーキング活動

の実施状況と成功事例） 

前述3－3（2）、2）のとおり、セミナーに参加した公務員は10名、ビジネスコースを受講し

た公務員の人数は200名に達している。セミナーについては参加者の満足度調査は行われてい

ないが、公務員庁付属アカデミーでのインタビューによれば、いずれも大変高い評価を得て

いる。またKJCの調査ではビジネスコースの満足度は97％に達している。 

 

 （2）KJCが実施するビジネスコースで育成された人材の総数と内容（参加者の産業セクター、企

業規模、経営発展状況、研修内容の有益度、習得知識・技術の活用事例、ネットワーキング

活動の実施状況と成功事例） 

民間企業の参加者はセミナー約440名、ビジネスコース（生産品質管理、人材育成管理、マ

ーケティング、プロジェクトマネジメント）800名に達し、ビジネスコースへの満足度は95％。

現地調査における民間企業からの受講者に対するインタビュー（対象者は現地コンサルタン

トや製造現場の責任者等）では、大半の回答者がビジネスコースで得た知識を活用し、新規

受注、業績拡大につながったと述べていた。 

2011年度外務省ODA評価「中央アジア3カ国における市場経済化支援の評価」において、KJC

のビジネスコース受講生に対して行ったアンケートによれば、全回答者（40名）のうち、受

講内容が知識やスキルの向上に「大変役立った」あるいは「役立った」と回答した受講者は

82.5％（31名）に達している。さらに同アンケートでジョブプロモーションに「大変役立った」

あるいは「役立った」とした受講者は62.5％（21名）に達している。 

 

日本人材開発センターでの学習は、あなたの知識やスキルの向上に

どの程度役に立ちましたか 

回 答 
カザフスタン（％） 

数 割合 

1．大変役立った 9 22.5 

2．役立った 24 60.0 

3．普通 2 5.0 

4．あまり役立っていない 0 0 

5．役立っていない 0 0 

6．回答できない 5 12.5 

計 40 100 

出所：外務省ODA評価報告書 
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日本人材開発センター修了直後及びその後のジョブ・プロモーショ

ンに、センターでの経験はどの程度役に立ちましたか 

回 答 
カザフスタン 

数 割合（％） 

1．大変役立った 6 15.0 

2．役立った 19 47.5 

3．普通 2 5.0 

4．あまり役立っていない 1 2.5 

5．役立っていない 2 5.0 

6．回答できない 10 25.0 

計 40 100 

出所：外務省ODA評価報告書 

 

PDMにはプロジェクト目標の指標が明記されていないため、「カザフスタンの企業振興に資

する官民の人材がKJCにより育成される」とのプロジェクト目標が達成されたかどうかを厳密

には判断することはできない。ただし、上記アンケートにより実務において講義で得た知識

が役に立っており、昇進・昇給に役立ったとの回答が大半を占める。またフェーズ2の受講者

規模や満足度と比較しても、本プロジェクトがそれに匹敵するレベルにあることから、プロ

ジェクト目標は、おおむね達成することが見込まれるといえる。 

 

３－５ 上位目標の達成見込み 

達成指標 1．世界銀行Doing Business指標で、2017年にカザフスタンが50位以内にランクされる。

2．2017年に100名以上のKJC卒業生が民間セクターで活躍し中心的な役割を果たして

いる。 

 

上位目標は「1．世界銀行Doing Business指標で、2017年にカザフスタンが50位以内にランクされ

る。」「2．2017年に100名以上のKJC卒業生が民間セクターで活躍し中心的な役割を果たしている。」

が設定されている。 

上記1．については2012年時点で47位となり、既に達成している。2．については、本プロジェ

クト期間に比して目標が過度であるとも考えられるが、同目標が達成されるには、完了後も継続

した事業成果が現れること、カザフ経済の安定的な成長が確保されることが不可欠である。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 5項目評価結果 

４－１－１ 妥当性 

（1）カザフスタン開発政策との整合性 

中央アジア最大の原油の生産・輸出国であるカザフスタン国は、1991年の独立以降の経

済混乱のなか、経済自由化に取り組み、インフレ抑制・生産拡大などに努めた。1998年に

はマイナス成長に転じたものの、実質的な通貨切り下げを行った1999年以降は、プラスに

転じ、原油価格の高騰を追い風に高成長を遂げ、2000年以降の数年間は10％前後、2007年

も9％前後、しかしながら2008年に起った世界的な経済危機の影響で、中央アジアで最も低

い経済成長率を余儀なくされ、その後2009年までは経済成長率が前年を大幅に下回ったが、

その後は回復し、危機以前の水準に近い成長率に達している。 

同国経済の牽引役となっている産業は、外国からの投資と市場参入が進んだ石油、天然

ガス、ウラン、稀少金属等の資源分野であり、特に輸出の大半を占める石油・天然ガスの

生産量は周辺の国々を大きく上回り、潤沢な外貨準備高に支えられ、マクロ経済指標も安

定してきている。また、欧州復興開発銀行（EBRD）の市場経済化進展度評価においても、

民営化の推進、価格自由化、貿易と外為制度の進展度が高く評価されている。市場経済化

は進展している一方で、国営企業の民営化及び民間企業の活動レベルではいまだ課題は多

く、経済成長を安定軌道に乗せるためには、さらに10年程はかかるといわれている。特に

企業活動では、大企業は国営企業が大半を占め、カザフスタンの中小企業の課題は、ビジ

ネスの経験が浅いことや、ファミリービジネスが多いことなどの理由により経営マネジメ

ントのノウハウを有する民間人材の不足が大きな課題となっている。 

これに対し、カザフスタン政府は、中小企業の振興を推進するため、1997年に長期開発

計画｢カザフスタン2030｣を策定し、2030年を目標年に市場経済をベースとした東アジアの

中進国レベルまでの経済成長の達成と、そのための人材開発を重点的に取り組む開発戦略

を掲げている。また、「カザフスタン2030」をより具体化させた「カザフスタン国産業革新

発展工業開発戦略プログラム（2003～2015年）」では、天然資源依存からの脱却をめざし、

中小企業振興、製造業を中心とした産業の多角化を重点課題として掲げている。さらに国

家プログラム2010年3月に公布された大統領令に基づき、産業の競争力向上を目的とした

“Productivity 2020”が策定され、国をあげて2011から2020年までの予定で、企業の経営能

力改善を通じた生産性向上に取り組んでいる。 

本プロジェクトでは、KJCがこれまで対象としてきた中小企業を中心とした民間企業人材

の育成に加えて、中小企業政策を立案・実施する公務員を対象とした研修を実施すること

としており、カザフスタン政府がめざす開発政策と方向性が合致しているといえる。 

 

（2）日本の援助政策との整合性 

外務省の「対カザフスタン国別援助計画」では、長期的に安定した経済発展の実現には、

既存産品に付加価値を付ける産業の高度化、中小企業振興を通じた製造業の育成等による

産業構造の多角化を重視する必要があるとして、開発の課題として天然資源に過度に依存

する経済からの脱却が不可欠であると謳われている。 
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2006年6月の「中央アジア＋日本」対話第2回外相会合において採択された「行動計画」

では、わが国と中央アジア地域との協力の4本の柱として、カザフスタンを含む中央アジア

における企業人材育成、企業間交流促進、相互理解促進、文化交流の分野と定めることが

合意されている。 

本プロジェクトでは、①企業振興に資する官民の人材育成に資する研修及びセミナーの

実施、並びに②日本語教育や相互理解促進事業を含めた運営能力強化を目的としたもので

あり、本プロジェクトの方向性は日本の援助政策に合致しているといえる。 

 

（3）カザフスタン国及びターゲットグループのニーズとの整合性 

本プロジェクトでは、公務員を主要なターゲットの1つとして位置づけた。これはビジネ

ス環境改善に資する政策策定及び実施を実務面で担う公務員の能力強化に関わる研修・ニ

ーズが増大している現状を受けたものである。公務員庁付属アカデミーによれば、カザフ

スタン国ではナザルバエフ大統領のリーダーシップの下、優秀な若手公務員を大量に海外

に派遣し、政府部門の人材育成を図ってきたが、近年では留学させるのではなく、海外の

講師をカザフスタン国に招へいし、国内で公務員の人材育成を図るとの方針に転換されて

いる。 

現在、実施中の国家プログラム“Productivity 2020”においても、企業の経営技術の近代

化を奨励するため、専門家・コンサルタント等を招いて経営手法・ノウハウ習得を行う事

業に対し、政府からの助成金が支払われている。近代的な経営技術の一例としてカザフス

タン政府は「カイゼン」や「リーンプロダクション」を名指しで推奨しているため、企業

のKJCのビジネスコースに対する関心は高まっている。 

なお、受益者側から見たKJCのビジネスコースがカザフスタン国の企業セクターのニーズ

に合致しているかとの認識については、外務省のODA評価の一環で行われた受益者アンケ

ートにおいても、「KJCのサービスはカザフスタン国のニーズに合致している」との回答は

80％を超えており、特に実践で使用しやすいノウハウが提供されている点に評価が集まっ

ているといえる。 

以上のことから、妥当性は高いといえる。 

 

４－１－２ 有効性 

上記3－3（1）～（3）のとおり、当初予期した成果は、おおむね達成していると思われるが、

特にKJCスタッフの能力向上（成果1．）を図られるにつれ、KJCスタッフが主体性を発揮し、受

講生のニーズを的確に把握し、受講生自ら所属先での業務に如何に活用するかを検討するよう

配慮した講義の提供に努めていた（成果2．及び成果3．）。 

たとえば省エネセミナーの参加者の一人である産業・新技術省からの職員は、現在省エネ法

の制定に携わっており、カザフスタン国の省エネ法の一部が日本の省エネ法に基づいて策定さ

れたことから、日本の省エネ政策を熟知することは業務上不可欠であり、現在の業務に大いに

役立っていると述べている。特に現地セミナーと本邦研修が組み合わさって実施されたため、

現地セミナーにおいても省エネ技術の仕組みや適用事例を紹介したが、日本国内の企業訪問を

行い、開発現場を見学し丁寧な説明を受けることで、自社の現場における適用可能性を検討す

る場として有効であったと考えられる。 
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また省エネセミナーの現地セミナーに参加したコンサルタント1名は、複数のビジネスコース

や経営診断を受講し、講師を務めた経験もあるが、省エネセミナーで紹介された技術/製品は特

別な技術が不要であり、無駄をデータに「見える化」し提案を行うことが可能となるため、受

講後、早速オフィス内部での省エネ診断業務に新規に携わり、獲得した知識を活用していると

のことである。 

「カイゼン、リーンプロダクション、イノベーション」をテーマとしたセミナーはJTインタ

ーナショナル社の支援を受け、GIZ、EBRD、National Innovation Fund3との連携で開催され、計

400名もの参加を得た（うち政府関係者約50名）。特に政府による“Productivity 2020”の推進も

相まって、企業関係者からの反響も大きかった。 

上記セミナーやビジネスコースにおいては、KJCによる関係機関・団体への積極的な働きかけ

が功を奏している。また生産品質管理の修了生8名が中心となって設立された「カイゼンクラブ」

が設立されており、同会のネットワークも事業実施に活用されている。このような関係機関と

のネットワークを図るうえで、センター現地スタッフが政府機関、企業のコンタクト先を確保

し、定期的な会合の機会、メーリングリストを利用して情報提供を図るなどネットワーク強化

に積極性を参画している。これはセンターの運営基盤強化の取り組みが功を奏したといえる。 

以上のことから、本プロジェクトの有効性は高いといえる。 

 

４－１－３ 効率性 

フェーズ1及びフェーズ2では、日本語コース・ビジネスコース・相互理解促進事業・総務部

門すべてに対する支援が行われた。しかしながら、本プロジェクトより、JICA予算がビジネス

コース及び総務部門に重点的に投入されることになったほか、JICA側の投入は、主に以下のと

おり限定された。 

 

・長期専門家人数：2名（チーフアドバイザー、ビジネスコース運営管理総括）（フェーズ2では

4名（所長、ビジネスコース運営総括、日本語教育、業務調整） 

 

・JICA在外事業強化費の縮減：KJC運営経費に占める在外事業強化費による支出割合の推移はフ

ェーズ2の76％から35％へ削減（詳細は上記3－3（1）、6）のとおり） 

 

本プロジェクトでは、KJCが実施する日本語教育と相互理促進事業の実施は技術協力の対象外

となり、基本的にKJCスタッフによる自主的な運営に任されるようになった。とはいえ、当該分

野への協力を含めKJCの運営能力強化は本プロジェクトの対象であり、日本人専門家は通常業務

を通じ、年度管理運営計画策定、ネットワーク維持・拡大、予算計画策定等においてOJTをベー

スとした指導を行ってきた。その後、日本語教育及び相互理解促進事業においては、2012年4月

JF講座が設置されたことで、継続的に運営面での技術移転、日本語教育に関連する指導が可能

となった。その結果、各年の受講者数や満足度の面からフェーズ2の実績と同等の成果をもたら

している。 

以上のことから、本プロジェクトの効率性は高いといえる。 

                                                        
3 2012年より、National Agency of Technology Developmentへ組織改編 
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４－１－４ インパクト 

本プロジェクトは、公務員を主要ターゲットの1つとして位置づけていたが、プロジェクト実

施期間が2年と短いため、制度的な大きなインパクトが現れるには時期尚早と思われる。 

一方で、本邦研修と合同で行われた、省エネセミナーは、カザフスタンにおけるビジネス展

開に関心を有する本邦企業に対し、カザフスタンの高官・民間企業幹部に対し自社製品・技術

を紹介する機会を提供することになり、現地企業の間での省エネに対する関心・意識を高める

だけではなく、実際に訪問先の日本企業に照会を行った現地企業もあり、両者の間での人脈形

成につながった。 

政府の国家計画である“Productivity 2020”は、企業関係者のカイゼンに対する関心の高まり

をもたらしており、「カイゼン」セミナーの開催はまさに時宜にかなった支援であった。同時に

ビジネスコースでも生産品質管理を中心に、所属先の企業においてカイゼン活動や5Sを実践す

る参加者も多く、既に生産性向上などの成果を現している企業があることが確認された。政策

的な後押しを受けた企業関係者による実践が、今後更なる成果をもたらしていくことが期待さ

れる。 

上位目標は「1．世界銀行Doing Business指標で、2017年にカザフスタンが50位以内にランクさ

れる。」「2．2017年に100名以上のKJC卒業生が民間セクターで活躍し中心的な役割を果たしてい

る。」からなるが、上記1．については2012年時点で47位となり、既に達成済みである。2．につい

ては、本プロジェクト期間に比して目標が過度であるとも考えられるが、同目標が達成される

には、完了後も継続したプロジェクト成果が現れること、カザフスタン経済の安定的な成長が

確保されることが不可欠となろう。 

以上のことから、ある程度のインパクトが見込まれる。 

 

４－１－５ 持続性 

（1）組織面での持続性 

プロジェクト終了後は、KazEU幹部、在カザフスタン日本大使館、国際交流基金専門家、

JICAキルギス事務所、KJC幹部から構成されるSteering Committee（SC）を組織し、本プロ

ジェクト最後の合同調整委員会（JCC）開催に併せて、今後、年に2回の頻度で、事業の状

況や課題、予算状況について共有し、意見交換を行うといった支援体制が整備される運び

となっている。 

なお、終了時評価調査団によるインタビューでは、スタッフの継続勤務への意欲が十分

あることが確認されており、上述のとおりスタッフの人件費が確保されていることから、

組織面での持続性は問題ないものと思われる。 

 

（2）財務面での持続性 

本プロジェクトでは、KJCは積極的に収入の向上を図り、センター運営経費支出に占める

収入の割合は2011年度時点で55％に増加しており、財務面での自立性は高まっている。ま

た今後ビジネスコースについては、ビジネスコース短期専門家による講義の実施により、

今後数年間は、これまでどおりの受講料収入を確保することは可能とみられる。とはいえ、

KazEUが更なるKJCの収益向上の必要性について問題意識を示しているとおり、数年先をも

視野に入れて、収益向上を引き続きめざしていくことが望まれる。 
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なお、現在KazEUは、センター運営経費のうち、日本語講師の謝金、警備費、通信費等、

約20％を負担しているが、今後はC/Pの人件費のほか、総務部門の経費の半額を負担するこ

とを確約している。また、国際交流基金は、JF講座実施にかかる費用のほか、総務部門の

経費の半額を負担する予定である。さらにビジネスコースの運営経費（ビジネスコースス

タッフ・通訳人件費含む）には、センター収入より支出される方向で関係者の合意が得ら

れている。 

 

（3）技術面での持続性 

技術面での持続性については、2011年5月の運営指導調査において、プロジェクト終了に

向けて現地講師育成の必要性が提言されたため、生産品質管理分野を中心に現地講師育成

を行うべく、現地での指導及び本邦研修が実施された。これら現地講師は、プロジェクト

終了後に講師として活用できると考えられるが、なかには講師経験が浅い者もおり、生産

品質管理分野を中心として引き続きJICA短期専門家によるフォローアップ・指導を受けな

がら、研鑽を積んでいく必要がある。 

一方、公務員に対する研修においては、KJCは公務員庁を通じ、実施時期や内容を協議・

決定しており、同庁は事業運営の経験・ノウハウを有している。しかしながら2012年度に

ついては、同庁の研修実施の方針が変更となり、その結果、既に2012年度の年間計画は策

定済みで関係機関との協議を行う予定はないとのことであり、KJCとの共催による研修は含

まれていないことが明らかになっている。KJCは公務員庁にとって代わる代替的な機関とし

て、例えばNational Innovation Fundなどの候補機関との連携を模索する必要がある。 

以上のことから、現時点ではある程度の持続性は確保できる見通しである。講師育成な

ど技術的面での協力の必要性、さらに組織運営状況については、プロジェクト終了後、SC

等を通じ、引き続きフォローアップ及びモニタリングを行う必要がある。 

 

４－２ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

本プロジェクトでは、日本語教育と相互理解促進事業は技術協力の対象外であったが、新

規投入として2012年2月よりJF講座が導入された。これにより日本語教育及び相互理解促進事

業の運営が開始され、国際交流基金により日本人専門家2名の配置、日本語コース経費、総務

部門の経費の半分及び相互理解促進事業（日本文化に関連した）経費が支出されることとな

り、成果1.の達成に多大な貢献がみられた。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

2011年5月の運営指導調査の結果を受けて、ビジネスコースの現地講師育成が開始されるこ

ととなり、民間コンサルタントの育成並びにKJCビジネスコースの技術的な持続性確保に貢献

している。 
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第５章 結論・提言・教訓 
 

５－１ 結論 

KJCは設立以来、12年間で民間セクターが求めるビジネス人材を育成することで、カザフスタン

の市場経済化の推進に貢献してきた。同時に日本語教育や相互理解促進事業を実施することで、

日本のプレゼンスを高め、親日感情の醸成に貢献してきており、ビジネスコースの実績と相まっ

て「両国共有の財産」と言われるまでに成長している。特に本プロジェクトにおいては、ビジネ

スコースの継続、KJCスタッフの運営面での能力向上に重点を置いた支援を行うと同時に、日本の

優位性を生かしながら、現地企業が実践に取り入れやすい経営手法が伝授され、生産効率性など

の面で徐々に効果が現れている企業もある。 

プロジェクト終了後、KJCの経営はKazEUに完全移譲される。KJCスタッフはこれまで培った経

験を基に、企画運営を行う能力を身につけてきており、また財務面でもある程度の持続性が確保

されている。今後カザフスタン側所長体制の下で、事業が維持し発展されるべく、SCを通じ、当

面、関係者の間で、事業運営状況（活動状況、収支状況、スタッフ雇用状況）等の現状把握を行

い、何らかのフォローアップの必要性の有無を検討することが求められる。 

 

５－２ 提言 

プロジェクト終了後の持続性を高めるため、調査団は以下をプロジェクトに提言した。 

 （1）短期的（プロジェクト終了までにすべきこと） 

1）センター運営 

① カザフスタン側所長と日本側所長は、プロジェクト終了後に向けて、ミーティングや

OJTを通じて円滑な引き継ぎを図る。 

② プロジェクト終了後におけるKJCの活動の進捗や課題の共有を目的として、KJCはSCを

設立する。JCCからSCへの円滑な移行を目的として、第1回SCはプロジェクト終了前に

開催する。 

 

2）事業関連 

① JICA専門家は、プロジェクトを通じ蓄積されたアセットにつき取りまとめ、KJC/KazEU

に引き継ぐ 

② JICAは、プロジェクト終了後も生産品質管理分野の短期専門家の派遣を予定している

ため、プロジェクト終了後の連携に関し、「カイゼンクラブ」と協議を行う。また「カ

イゼンクラブ」のメンバー（コンサルンタント）が更に実践的な講義・現場診断を行

えるよう支援する。 

③ National Innovation Fund（注：“Productivity 2020”推進機関の1つで、カイゼン等のテー

マでKJCと連携実績あり。2012年より、National Agency of Technology Developmentへ組

織改編）とプロジェクト終了後の連携体制について協議する。 

④ KJC/KazEUは経済発展貿易省に対し、生産品質管理の短期専門家派遣に係る要請書を

提出する。 
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 （2）中長期的 

1）センター運営 

① KJC/KazEUはプロジェクト終了後、センター収入をビジネスコースに活用する。JICA

キルギス事務所は、活用状況について3年をめどにモニタリングする。 

② KJC/KazEUは日本語教育・相互理解促進事業の拡大・質的向上に向けて国際交流基金

との連携を強化する。 

 

５－３ 教訓 

類似のビジネスコースを行う機関との競合を避けるため、日本の技術の優位性を生かした内容

とするよう配慮し、カザフスタン側との協議によりニーズを把握しつつ、講義のテーマが選定さ

れた。その結果、「カイゼン」、「省エネ」をテーマとする講義が行われ、KJCの独自性を発揮する

とともに、ニーズに合致しているとして受講者から評価を得た。 

また短期専門家の派遣にあたり、チーム派遣ではなく、テーマごとに個別に派遣することで、

随時テーマごとの質の高い講師が派遣できるよう努めた。 

 

 



付 属 資 料 

 

１．評価調査結果要約表（英文） 

 

２．Minutes of Meeting（M/M） 

 

３．評価グリッド 

 

４．専門家派遣実績 

 

５．機材調達実績 

 

６．日本語事業実績 

 

７．相互理解促進事業実績 

 



































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	序文
	目次
	略語表
	評価調査結果要約表
	第１章 終了時評価調査の概要
	第２章 調査の方法
	第３章 プロジェクトの実績
	第４章 評価結果
	第５章 結論・提言・教訓
	付属資料
	１．評価調査結果要約表（英文）
	２．Minutes of Meeting（M/M）
	３．評価グリッド
	４．専門家派遣実績
	５．機材調達実績
	６．日本語事業実績
	７．相互理解促進事業実績




